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2,研 究 の ね らい ・目的

人口 ・食糧問題は、地球資源 ・環境問題一般の中で、と くに発展途上国にとって緊急の課題

である。 しか し人口と食糧は、それぞれが個別 に研究され、両者の因果関係や相互作用を正面

か ら捉え る研究 は、理論的、実証的を問わず、少ない。

理論的には、古 くか らマルサス仮説 として知 られる、食糧生産を原因、人口を結果 とす る因

果関係のパラダイムがある。 しか し近年、ボーズラップ、 ウィルキ ンソン、ノースらによって、

人口を原因、食糧生産を結果 とするまった く逆方向の因果関係のパラダイム も提起されている。

しか しなが ら人 ロー食糧関係 は、いずれか一方向の因果関係 にあるのではな く、相互作用

(イ ンターアクション)の 関係にあると考え られるべきであろう。

この相互作用を巡 って、小人 口を対象と した実証的研究が行なわれてきているが、いまだ理

論化の段階には達 していない。その理由のひとっは、人ロー食糧関係にみ られる地域多様性で

ある。それは、生態環境、社会 ・経済構造、文化的背景などによって、この関係が強 く影響 さ

れていることの反映である。

本研究計画においては、実証的研究の成果を地域性 と普遍性とに区別 して評価 し、この問題

の理論化を目指す。

本研究に参画する4名 は、東南ア ジア及びオセアニアの各地の小人口を対象 として、人ロー

食糧一栄養間の相互関連を主題 とする臨地研究を、それぞれ積み重ねて きている。

本研究の 目的は、これ らの研究成果を相互に比較 し、かっ総合す ることによって、以下の3

っを達成 しようとする。

(a)人 ロー食糧相互作用にみ られる地域固有性を抽出すること、

㈲ 一方で地域固有性を踏 まえなが らも、他方、それ らを超えて認められ る普遍性を明 ら

かにす ること、

(c)人 ロー食糧相互作用における地域性と普遍性の共存の理論化を試みること。
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この目的を達成す るため、以下の年次計画に したがって研究を進める。

〔平成5年 度〕

人 ロー食糧相互作用における地域性の抽出を主たる課題とする。そのため以下の作業を行な

う。

(a>こ れまでのケーススタディーを相互比較可能な形で呈示す る概念モデルを考案する。

㈲ 上記モデルに したが った既往の個別研究の整理 と評価。

(c)ケ ーススタディーの結果を適用で きる民族集団、あるいは地域の範囲の検討。

(d)入 ロー食糧相互作用における地域性の抽出。

〔平成6年 度〕

人ロー食糧相互作用における普遍性の抽出を主たる課題とする。すなわち前年度の諸作業に

よって明 らかになった地域性を前提 とした上で、人ロー食糧に関す る既往の理論、パ ラダイム

と照合 し、その有効性を個々のケーススタディーについて評価 し、一般理論を展開す る。

〔平成7年 度〕

前2か 年の研究成果に基づき、人 日一食糧相互作用における地域固有性 と普遍性の共 存の論

理を追及す る。すなわち個々のケーススタディーのそれぞれが地域性 と普遍性の共存を示すが、

そのような共存性の一般化を図る。

3.平 成5年 度の研 究経 過

本研究の最初の作業として、小人 口を対象と したケーススタディーを収集 し、それ らをある

一定のフォーマ ットに したが って要約 し、それ らに評価と批判を加えたデ」タベースを作成す

ることとした。

この作業を開始 して以来、たびたび議論の的 とな ったことは、以下の諸点である。

(a)地 理的範囲:東 南ア ジア、オセアニア、ア ジア全域、アフ リカなどが検討 されたが、

結局、東南アジア とオセアニアを主体 とす るが、方法論的に意味のあ る場合には、それ

にとらわれないこととした。

(b)主 題の範囲:作 業が進むにつれて明 らかにな ったことのひとっは、人口と食糧に等 し

く重点をおいたケーススタディーが意外と少ないことである。 したが って、人 口と食糧

のバランスに主題を限ることは現実的ではない。 しか しなが ら、 もっぱ ら人口動態のみ

を取扱 ったものは除外することと し、何 らかの意味で食糧あるいは資源量の枯渇あるい

は希少化と人口変化 とを関連づけているものを採用することとした。一方、人口に関 し

17



ては定量的データは提示 されていないが、人口増加への対応あるいは適応を論 じたもの

も採用す ることとした。

(c)要 約の視点:本 研究においては人口と食糧が主題であるが、ある種の研究例では、そ

れが主題ではないが、一部 として論 じられているものがある。このような場合、人口と

食糧を中心 とした要約を し、必ず しも原典のすべてを偏 らずに要約する必要はないもの

とした。

(d)「 小人口」あるいは 「ケーススタディー」の定義:人 口と食糧に関 しては、たとえば

国連食糧農業機構の諸報告書などにみ られるように、世界、大陸、国を単位と し、 もっ

ぱら統計資料 にのみよった研究がある。 これ らはすべて本研究には含まれない。 しか し、

一国内の地方、県など、かなりの広域を取扱 った ものがある。 これ らにっいては、本研

究の目的である人ロー食糧の相互作用の観点から、その重要性を判断 し、あまり窮屈な

制限は設 けない。

以上のような討論を経て、およそ20例 が これまでに要約、評価され、討論の対象 となった。

その うち、2例 を以下に挙げる。

【例1】

0.ケ ー ス 名:東 北 タ イ 、DongPhong村

1.調 査

1.1.対 象:DongPhong村(1972年 人 口701人)

1.2.調 査 者:HollaceLeedomLefferts,Jr.

1 .3.調 査 期 間:1970～1972年

1.4.報 告:HollaceLeedomLefferts,Jr.,1974,BaanDongPhong:L｢ndTenure

andSocialOrganizationinaNortheasternThaiVillage.ADoctoral

ThesisSubmittedtoUniversityColorado,

2.対 象の概要

2.1.地 域の概況:東 北タイ、 コラー ト高原 は、全面積、水 田面積、人口のいずれにお い

て もタイ国のおよそ3分 の1の 比重を占あるが、その1人 当り所得は、全国平均の3

分の1に 過 ぎない。 これは基本的には劣悪な自然環境によるものである。19世 紀以降、

急速な人 口増加 と耕地の拡大があ ったが、デルタ地帯 と異なり、余剰米をほとんど出

さず、米 自給生産の拡大があっただけである。すなわち、 もっぱら耕地拡大による増
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加人 口の収容 が地 域内 で進行 した。 第2次 大戦 後、 商品作 物栽培 が 普及 し、1970年 代

以降 は、農 外収 入 の比重 が増 して い るが 、な お、人 口 はバ ンコ クな ど大都市 に流 出 し

て い る。

コラ ー ト高原 は、9～14世 紀 に はア ンコー ル帝 国の 一部 をな して いたが 、 ア ンコー

ル没落 後 、政治 的 、人 口的 「空 白」が 続 いた とされ る。18世 紀後 半以 降、 ラー オ人が

メコー ン河 を渡 って移 住 し初 あ、今 日で は東北 タ イの ラー オ系人 口 は、 ラオスの それ

を上回 って い る。 今 日、高 原西南 部 を中心 とす る シャム系、 南部 の クメー ル系、 その

他 の大 部分 を 占め るラー オ系の3っ の 民族 分布が み られ るが 、 タイ国 人 と して同 化が

進 んで い る。

2.2.対 象 集 団の 概要:DP村 は 、KhonK:aen市 の 東、 約10km。 東 北 タ イを東 流 す る メー

コン川 の支流 チ ー川の最 大 の支流 、NamPhong川 の 右岸 にあ る。氾 濫原 に天 水依 存

水 田が あ るが 、近 年、NamPhongDam建 設 によ り灌概 され るよ うにな っ た。1923

年 以 前 に は8家 族 が住 むだ けで あ った が、 同年 に南方30kmか ら29家 族 が移 住 し、 実質

的な村 の創設 とな った。

1923
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人 口

く%annum)
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283
(1.65)

405
ｫ.5s)
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594
Co.sib
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701

移 入

177

103
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85

移 出
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78

NRR

2.75

2.19

3.29

2.12

2.93

水 田

(不含借地)

947

1,242

1>435

1,513

i,513
(1,X66)

1>622
(1,495)

ライ/

労働力

9.?

6.3

5.2

5.0

5.3

ライ/

人 口

3.34

3.06

3.03

2.54

2.39

2.31

*例 え ば(1.65)は1927～37年 の 年平 均人 口増 加率 、以下 同様 にっ つ く。
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3.調 査項目と方法

3.1.人 口:系 図一家族史調査 によって、80人 の女性を祖先とす る1,638人 を、332の2世 代

単位に区分け し、出生、死亡、移動、相続、結婚歴を推計。

3.2.土 地資源:航 空写真に基づいて、過去50年 間の土地所有 ・利用単位168を 識別 し、そ

れぞれについて、所有 ・利用に至る経緯を調査。

4.主 たる結論:1937年 までは開拓移入による人口受容村、その後 は人 口排出村である。こ

の変換は、1人 当り水田面積の定常化とほぼ時期的に一致する。前期の在村人口は主 とし

て移動により、後期の在村人口と移動量は主 として 自然人 口増加率によって決定 されてい

る。最近5年 間にっいては、稲作以外の生業の影響がある(前 頁表を参照)。

初期の大水田面積 は、労働力、需要 を超えるもので、人口増加 に伴 って最適規模となっ

た。 この土地、労働分配の最適化は、相続慣行を前提 とした世帯構造の ダイナ ミックス

(世帯間相互扶助 と家族周期の関係)を 媒介 として達成されている。

【例2】

0.ケ ー ス 名:北 タ イ 、Hmong族

1.調 査

1.1.対 象:北 タ イ 、 山 岳 地 帯 の 焼 畑 耕 作 民Hmong族(Miaoま た はMeoと も い わ れ

る)の 村 、4か 村 。 集 落 当 り20～31世 帯 。 チ ェ ン マ イ の 南 西 か ら 北 西 に あ り 、

Hmong族 の 村 と い う以 外 に は 、 相 互 に 関 連 は な い 。

1.2.調 査 者:RobertCooper

1.3.調 査 期 間:1973年7月 ～1975年3月

1.4.報 告:RobertCooper,1984,ResourceScarcityandtheHmongResponse=Pat-

ternsofSettlementandEconomyinTransition,Singapore:Singapore

UniversityPress.314pages.

2対 象の概要

2.1.地 域の概況:北 タイには、およそ20万 人の山地少数民族が住む といわれるが、その

中でHmong族 はカ レン族 に次いで多 く、約5万 人 といわれ る。かれ らは陸稲、 ト

ウモロコシなどの焼畑耕作を し、また、一部はケ シを栽培することで知 られる。かれ

らの多 くは、土地資源の枯渇により、焼畑休閑期 間の短縮、耕作年数の増加を余儀な

くされており、土地の非可逆的劣化の危機に直面 している。 しか し、資源不足が、こ
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れ ら山地民 の人 口増 加 によ る もので あ る との事 実 は確 認で きな い。む しろ資 源枯 渇 は、

(1)平地 タイ人 の山地 への進 出 、② 林 業 との競合 によ って いる。

2 .2.対 象 集団 の概要:Hmong族 人 口は、 中国 に2,680,000人 、 ヴ ェ トナ ムに233,000人 、

ラオス に100,000～150,000人 、北 タイ に50,000人 と 言 われ る。北 タイで は標高1,000

m以 上 に 住 み、WhiteHmong,GreenHmongの2つ あ るが 、 いず れ も外 婚 父 系氏

族か らな り、調 査4か 村 で7っ を数 え る。4か 村 の概要 は、 以下 の とお り。

(a)HuaiMenao:Hmong27世 帯 、 北 タ イ人4世 帯。 チ ェ ンラ イ南50kmのChom

Thongか ら登 り7時 間。 ケ シ栽培 と焼畑 陸稲 。

(b)PhaNokKok:Hmong19世 帯 、 北 タイ人1世 帯。 チ ェ ンマ イ北 西45km。 生 業 は

二 極分解 中:ケ シ ・陸稲 に対 して 水 田 ・ケ シ代替 換金作 物。

(c>K:hunSa:Hmong21世 帯 。ChiangDao-MaeHongSon間 のPaPaiか ら3～

4時 間 の登 り。水 田 ・ケ シ代 替換金 作物 。

(d)PhaPuChom:21世 帯 。 とくに貧 困。 水 田耕作 へ の転 換 の試 みの失 敗例 。 かって

VanRoyが 調 査。(VanRoy,E.,1971,EconomicSystems(ifNorthernTJzailand:

StructureandChange,Ithaca:CornellUniversityPress)

そ の 社 会構 造 の概要 は、以 下の通 り。

Division:WhiteとGreenHmong。 文 化 的区別 のみ。 普通 は1か 村 に同居 しない

が 、PhaNokKokで は 同居。Clans:"se'"(中 国 語)。4か 村で は、2～7氏 族/

村 。他村 へ の移 住 に は、clan関 係(kuati)が 重 要 。血統(iijuakuati):4代 以 上

は遡 らな い。共 通 の祖 先 とされ る人物 は、多 く実在 の 人物 。"tuhaozo"(文 字 通 り

には村 長 の意)と 呼ばれ る。1か 村 が同一 血統 のみ か らなるのが 理想 とされ る。 現実

には村 は複 数血 統 か らな り、 同一 血統 構成 員 は多数村 に散在 し、 その 長が明 確で な い

こと もあ る。 世帯(jay):も っ と も基 本的 ユニ ッ ト。 移住 の決 定 は世 帯 レベ ルで な さ

れ る。婚戚:"nengja";妻 方 、"yaojua"=妻 の 父親。

3調 査項 目と方 法

3.1.村 人 口:各 村の年 齢構 成。PhaPuChomに っ いて は、5年 間の変化 。

3.2.移 住:現 住 村で の世帯 別 在村 年数 。現 住 村移 住以 前 の村 で の在 村年 数。 結 婚相 手 の

出身地 。現 住村 への移 住の経 過。

3,3.社 会 構造:氏 族、 所属氏 族 、親族 呼称 、家屋 配置 、 リーダー シップ。
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3.4.生 産、経済:雇 用労働、男女間労働配分、ケシ収量、陸稲焼畑/灌 概水田/ケ シの

生産性比較、牛/馬/水 牛数、世帯別所得(全 世帯、米収支を含む)、 性年齢別アヘ

ン常用者数。

4.主 たる結論

4.1.ケ ーススタディーとして:北 タイにおける資源枯渇の原 因は、林業、低地 タイ農民

の山地への進出、ケシ栽培山地民の農法(連 作後の放棄)、 それに山地民の人口増加

である。ただ し、山地民の人口増加は確認できない し、あ って も資源枯渇原因として

は重要ではない。

資源枯渇→休閑期間の短縮→生産姓の低下→貧困化は、すべてのHmong人 村でみ

られるが、その程度は異 なり、 したが って、社会組織に対す る資源枯渇の影響 も異な

る。

理想 とされるのは、血縁、姻戚関係で結ばれた世帯群(jay)が 、居住、経済、政

治単位と してのzo(血 縁 と村を同時に意味す る語)を 形成 し、それが短距離、規則

的な移動 を行なうこととされ、第2次 大戦前の北タイでは、実在 していたと思われ る。

資源枯渇によって陸稲休閑は、理想とされ る15～20年 か ら最低3年 にまで短縮 され、

それはケシ栽培によって補償 されている。すなわち、ケ シによってより長期の土地利

用、居住 と、よ り高い人口密度が可能 とな っている。 この状況下で は、zoは 血族集

団ではな くな り、複数血族、複数氏族、複数divisionか ら構成 され るようになり、

また、氏族、姻戚関係を頼った移住が盛んとなった。

ケシ栽培以前には、近親間の相互扶助、間接的互酬、再分配によって社会構造が保

持され、かつ余剰を生 じる余地が少なか った。換金作物によって余剰生産が可能 とな

り、その再分配は夫/父 親の手中にある。その一部は、雇用労働(カ レン族、北 タイ

人)に 再投資 され、貧富の差を顕著な ものと している。 また家族労働力の労働強化

(妻など)を も結果 した。雇用労働 と家族労働(間 接的雇用労働)の 二とおりの労働

力は、水田耕作 と換金樹木作物による定着化を促進 している。

自給的焼畑、ケシ栽培、水田耕作、永年性換金作物栽培は、排他的ではな く、種々

の程度に混在 している。 これ らの移行を律する重要因子 は、資本である。生業形態の

変化による貧富の差が顕在化 しっつあるが、いまだ社会階層化には至 っていない。 し

か し、貧富の差はやがて階層分解を結果するであ ろう。

4.2.Hmong族 民族誌と して:Geddesの 結論(Geddes,W.R.,1976.Migr｢ntsofthe
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ハ10unEains:TheCulturalEcolog,:yoftheBlueMiao`HmoπgA伽 αノofThailan(孟

Oxford:OxfordUniversityPress)、 す なわ ち、 「ケ シ導 入が よ り不安 定 な居 住を

結果 して いる」 は、事実に反す るとす る。

また、VanRoy(前 出)が 主 張 した生 産 、再 配 分 にお け る村 レベル で の協 力 、移

住 に際 して の"villageconsensusｰもaめ られ ず、世 帯が 実際 上の経 済 的、政 治 的主

体 であ るとす る。

4.3.社 会 変化 理論 と して:デ ー タは、基 本的 に はBoserupを 支 持 す るが 、 い くつ か の訂

正 を要す るとす る。 た とえ ば、陸稲 栽培 の 休閑期 間 は、3年 以 下 にな る ことは なか っ

た、bushfallow→ 草 地 →牧 畜の 変化 はなか った、 無休 閑農耕 へ の移 行(こ こで は水

田耕 作)は 棚 田灌 溜iを必 要 とす るため 、多大 な困難 を伴 う、 な ど。 灌概 水 田が困難 な

ため、代 って ケ シが導 入 されたが 、7～10年 後 には土地 を放棄 せ ざ るをえな い。 っ ま

り、土地 人 口比の 低下 は陸稲 焼畑 の休 閑期 間を短縮 したが、す べて の焼畑 が水 田に変

化 す る ことはな く、代 って 陸稲焼畑 →換金 作物 焼畑 とい う適応 がみ られ た。

4.研 究 の成 果 と フ ロンテ ィア

(1)調 査地の偏 向

閉鎖人 口仮定が許 されるような調査地、例えば南太平洋地域の孤島を対象 とした研究例が多

い。 しか し今 日の世界で、閉鎖人口の仮定が現実的な課題に対 して意味を もっ場面は減少 しっ

っある。

(2)パ ラダイムの問題

小人口を対象 とした食糧一人 口調査では、何 らかの伝統的方法による人口調節 によって、意

識的、無意識的に集団が 「適応」 していることを論ずるものが多々ある。 しか し、 このような

パラダイムは、近代化の波に洗われっつある多 くの途上国の現実か らあまりにも掛け離れてい

る。

(3)デ ィシプリン研究の限界

人 口動態にのみ集中 した研究、逆に食糧その他の資源量の枯渇に重点をおいた研究などが し

ば しばみ られるが、食糧と人口の両者に等 しく重点をおいた研究例 は少ない。単独研究者によ

る調査の限界と思われる。

以上の ことか ら、社会的分業が進み、人、 もの、情報が移動的である複雑な社会を前提とし

た人ロー食糧収支の研究が、今 日的課題 にとって必要であること、並びに、そのような研究の
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ためには学際的協同が望 まれ ることが、今後の研究の進め方 として配慮すべ き点と思われる。

5.今 後 の課 題

(1)出 版

ケースのある程度の集積をみた段階で、それを印刷、配付 し、より広 く本研究賛同者を求め

る。

(2)理 論的討論

人ロー食糧相互作用の理論化に向 うべ く、外部者を入れたセ ミナーを2～3回 開き、最終成

果の取 りまとめに備える。理論化の討論の主題 となると考え られ るものは、以下のとおりであ

る。

(a)Carryingcapacity:単 なる技術論ではな く、イデオ ロギーとしてのcarryingcapa-

cityを 批判的に論 じる。

(b)人 口圧:こ の意味不明瞭な言葉を批判的に検討する。

(c)マ ルサス対ボーズラ ップ:人 口と食糧の因果関係の方向を、実証的研究に基づいて、

改あて論 じる。

(d)耕 地の外延的拡大か、土地利用集約化か:こ れ らに関わる要因を単に土地 一人口比に

限定す ることなく論 じる。

(e)環 境劣化か、持続可能な発展か=以 上の点の総括 として、 この今 日的課題に迫る。
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